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○福智町定住促進助成事業奨励金交付要綱 

平成２９年５月９日 

要綱第１９号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、福智町（以下「本町」という。）の定住促進や人口流出の抑制及び地

域の活性化を図るため、子育て世帯又はひとり親世帯が住宅を建設する事を目的に町有地

及び町内に位置する用地（行政界を跨ぐ土地を除く）に住宅を取得した場合、予算の範囲

内において福智町定住促進助成事業奨励金（以下「奨励金」という。）を交付するものと

し、その交付に関しては、福智町補助金交付規則（平成２４年福智町規則第６号）及びこ

の要綱に必要事項を定めるものとする。 

（令２要綱７・全改） 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１） 定住 本町の住民として５年以上にわたって居住する意思のある者が、本町の住

民基本台帳に登録することをいう。 

（２） 子育て世帯 夫婦の年齢が合計８０歳以下の世帯 

（３） 住宅 居住を目的として、孤立した基礎を有し、玄関、トイレ、台所、浴室及び

居室を備えた建物をいう。（ただし、併用住宅にあっては、居住部分の面積割合が２分

の１以上とする。） 

（４） 新築住宅建売住宅 新たに建設された住宅であって、建設工事の完了から１年以

内で、かつ、建設後使用されたことのない住宅をいう。（ただし、親族等名義の住宅を

本人名義で建替え新築を行うもの又は、親族等から相続・贈与された土地に建設するも

のは除く。） 

（５） 中古住宅 新築住宅建売住宅以外の住宅をいう。 

（６） 夫婦等 配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含む。以下同じ。）のある者をいう。 

（７） ひとり親 配偶者のない者で、出生から１５歳に達する日以後の最初の３月３１

日までの間にある子を扶養している者をいう。 

（８） 町内業者 代表者が本町の住民基本台帳に記載され、かつ、町内に事業所を有す

る個人事業主又は町内に本店を有する法人 

（令２要綱７・一部改正） 

（奨励金等） 

第３条 奨励金の種類は次のとおりとする。 

（１） 住宅新築奨励金（新築建売購入） 

（２） 住宅新築町内業者利用加算奨励金 

（３） 中古物件購入奨励金 

（奨励金交付対象者） 

第４条 奨励金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、次の各号に掲げ

る条件の全てに該当する者とする。 

（１） 交付申請時に夫婦等の年齢の合計が８０歳以下又は、ひとり親で出生から１５歳

に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子を扶養しており、本町が所有する

分譲地や、町内に位置する用地（行政界を跨ぐ土地を除く）を購入し、自ら居住する目

的で住宅を新築した者 
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（２） 住宅を新築又は、購入し、かつ、その住宅の所在地に住民登録し居住しているこ

と。 

（３） 新築した住宅又は購入した住宅において、継続して５年を超えて定住する意思を

有すること。 

（４） 新築した住宅又は購入した住宅において、当該住宅の登記簿所有権割合が２分１

以上を有していること。ただし、当該割合が２分の１の者が２人存在する場合は、いず

れか一方とする。 

（５） 購入する住宅の所有者が、世帯員の３親等以内の親族でない者であること。 

（６） 交付申請時において、交付対象者及びその世帯の構成員に、町税及び住宅使用料

等の滞納がないこと。 

（７） 交付対象者及びその世帯の構成員が、暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。 

（令２要綱７・一部改正） 

（奨励金の交付額） 

第５条 奨励金の交付額は、つぎのとおりの限度額を定め交付する。 

（１） 住宅新築奨励金（新築建売購入） １００万円 

（２） 住宅新築町内業者利用加算奨励金 ５０万円 

（３） 中古物件購入奨励金（限度額上限） ５０万円 

ア 中古物件購入に要した費用（土地代を除く）に２分の１乗じて得た額以内とし、そ

の額に１，０００円未満の端数がある場合は、その端数を切り捨てた額とする。（限

度額上限５０万） 

（４） 奨励金の交付額は、その世帯及び１物件につき１回限りとする。 

（奨励金の交付申請） 

第６条 奨励金の交付を受けようとする交付対象者は、福智町定住促進助成事業奨励金交付

申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて町長に申請し、次条の規定に基づき交

付決定を受けなければならない。 

（１） 住宅の新築又は建売住宅、中古住宅の購入に係る契約書の写し（中古住宅の場合

は、土地代と建物代が別になったもの） 

（２） 建物に関する建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条の２第１項の規定

による確認済証の写し（中古住宅を購入した場合は除く。） 

（３） 建物及び土地に関する登記事項証明書 

（４） 新築又は中古住宅を購入した建物の位置図、平面図、全体写真 

（５） 奨励金の交付申請期間は、居住日から１年以内とする。 

（６） 世帯員構成名簿（別紙１） 

（７） 同意書（別紙２） 

（８） 誓約書（別紙３） 

（９） 当該住宅が町内業者により施工又は販売された場合は、建設業法（昭和２４年法

律第１００号）に基づく建設業の許可若しくは、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第

１７６号）に基づく免許を受けた者であることを証明する写し（前条第２号に該当する

場合に限る。） 

（１０） その他町長が特に必要と認める書類等 

（令２要綱７・一部改正） 

（交付決定等） 

第７条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査するとともに現地
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調査を行い、居住実態を確認した上で交付金を交付することが適当と認めたときは、当該

申請をした者（以下「交付申請者」という。）に対し、福智町定住促進助成事業交付決定

通知書（様式第２号）により通知する。 

２ 町長は、前項の審査の結果、当該申請が第４条に規定する条件に満たないと認めたとき

は、当該申請した者に対し、福智町定住促進助成事業不交付決定通知書（様式第３号）に

より通知する。 

（交付金の請求） 

第８条 前条第１項の規定により交付金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」とい

う。）交付金の交付を請求する場合は、福智町定住促進助成事業奨励金交付請求書（様式

第４号）を町長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第９条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当したときは、交付金の交付決定の

全部又は一部を取り消し、交付金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。ただし、町

長がやむを得ない事情があると認めた場合は、この限りでない。 

（１） 交付金の交付決定の日から５年以内に交付金の対象となる住宅を取り壊し、貸与

し、又は売却したとき。 

（２） 交付金の交付決定の日から５年以内に交付金の対象となる住宅から交付決定者の

世帯の構成員全員（交付申請時の構成員に限る。）が転出又は転居したとき。 

２ 前項の規定により交付金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、交付金の全部又

は一部の返還を命ずる場合において、交付の決定を取り消し、返還を命ずる交付金の額は、

当該交付決定の日から同項各号に該当することとなった日までの期間として次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

（１） １年以内 交付金の全額 

（２） １年を超え２年以内 交付金の１００分の８０に相当する額 

（３） ２年を超え３年以内 交付金の１００分の６０に相当する額 

（４） ３年を超え４年以内 交付金の１００分の４０に相当する額 

（５） ４年を超え５年以内 交付金の１００分の２０に相当する額 

３ 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当したときは、交付金の交付決定を取り

消し、交付金の交付を停止し、又は交付金の返還を命じることができる。 

（１） 第４条各号のいずれかに該当しないことが判明したとき。 

（２） 虚偽その他の不正な手段により交付金の交付決定又は交付を受けたとき。 

（３） その他町長が不適当と認めたとき。 

４ 第１項又は前項の規定により交付金の交付の決定を取り消し、交付金の交付を停止し、

又は交付金の返還を命じた場合において、交付決定者に損害が生じても、町長は、その賠

償の責を負わない。 

（交付喪失の届け） 

第１０条 交付決定者は、奨励金の交付資格を喪失したときは、速やかに福智町定住促進助

成事業奨励金資格喪失届（様式第５号）を町長に提出しなければならない。 

２ 前項の喪失届けが提出されたときは、福智町定住促進助成事業奨励金交付返還命令書（様

式第６号）により通知するものとする 

３ 返還金の返還期限は返還命令書の通知日より３０日以内とする。 

（令２要綱７・一部改正） 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が定める。 



4/14 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、公布の日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

附 則（令和２年３月６日要綱第７号） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月８日要綱第１０号） 

この要綱は、公布の日より施行する。 

附 則（令和５年３月１０日要綱第１１号） 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第６条関係） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第９条関係） 

（令５要綱１１・全改） 

様式第６号（第１０条関係） 

別紙１（第６条関係） 

別紙２（第６条関係） 

別紙３号（第６条関係） 

 


